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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ラテックス、着色剤、および任意でワックスを含むトナー粒子と、
　金属イオン類からなる群から選択されるイオンを、２０００～２０００００の平均分子
量を有するポリマー配位子と一緒に含むポリマー－イオン錯体を含む荷電制御剤と、
　を含み、
　前記ポリマー配位子が、第１成分であるサリチル酸を、ホルムアルデヒド、パラホルム
アルデヒド、およびそれらの組合せ、からなる群から選択される第２成分と一緒に含むこ
とを特徴とするトナー。
【請求項２】
　請求項１に記載のトナーにおいて、
　前記ラテックスが、スチレン類、アクリレート類、メタクリレート類、ブタジエン類、
イソプレン類、アクリル酸類、メタクリル酸類、アクリロニトリル類、およびそれらの組
合せからなる群から選択され、該ラテックスが、３５℃～７５℃のガラス転移温度を有し
、
　前記着色剤が、ピグメントレッド１２２、ピグメントレッド１８５、ピグメントレッド
１９２、ピグメントレッド２０２、ピグメントレッド２０６、ピグメントレッド２３５、
ピグメントレッド２６９、およびそれらの組合せからなる群から選択されるマゼンタ顔料
を含むことを特徴とするトナー。
【請求項３】
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　請求項１に記載のトナーにおいて、
　該金属イオンが、亜鉛イオンであることを特徴とするトナー。
【請求項４】
　請求項１に記載のトナーにおいて、金属イオンが亜鉛イオンであり、トナーに対しポリ
マー－イオン錯体が０．０１～１０重量％含まれることを特徴とするトナー。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、デジタル装置、多重画像装置、および類似の装置等の電子写真装置を含む静
電記録装置に適するトナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　多数のプロセスが、トナーの調製についての当業者の技術の範囲内にある。乳化凝集（
Emulsion Aggregation、ＥＡ）は、そのような方法の１つであり、トナーは着色剤を乳化
重合によって形成されたラテックスポリマーと共に凝集させることによって形成すること
ができる。
【０００３】
　トナー系は、通常二種類、すなわち、現像材料が摩擦電気的にそこに付着しているトナ
ー粒子を有する磁性キャリア粒体を含む二成分系、および一般的にはトナーのみを使用す
る単一成分系（single component systems、ＳＤＣ）に分かれる。電界を介して画像の移
動および現像を可能にするための粒子の帯電は、ほとんどの場合摩擦電気により達成され
る。摩擦帯電は、二成分現像系においてはトナーをより大きいキャリアビーズと混合する
か、または単一成分系においてはトナーをブレードとドナーロールの間で摩擦することに
よるかのいずれかによって起こり得る。
【０００４】
　荷電制御剤は、摩擦帯電を高めるために利用することができる。そのような作用物質は
ブレンド処理によってトナー粒子表面に塗布することができる。荷電制御剤は、有機塩で
あり得る。かかる荷電制御剤はトナーの約０．０１重量パーセント～約５重量パーセント
の少量を用いて、トナー上の電荷の極性およびトナー上の電荷の分布の両方を制御するこ
とができる。荷電制御剤の量は、トナーのその他の成分と比較すると少ないかもしれない
が、荷電制御剤は、トナーの摩擦帯電特性に対しては重要であり得る。これらの摩擦帯電
特性は、順に、画像形成スピードおよび品質に影響を及ぼすことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】米国特許第５，８５３，９４３号明細書
【特許文献２】米国特許第５，４０３，６９３号明細書
【特許文献３】米国特許第５，４１８，１０８号明細書
【特許文献４】米国特許第５，３６４，７２９号明細書
【特許文献５】米国特許第５，３４６，７９７号明細書
【特許文献６】米国特許第５，５２７，６５８号明細書
【特許文献７】米国特許第５，５８５，２１５号明細書
【特許文献８】米国特許第５，６５０，２５５号明細書
【特許文献９】米国特許第５，６５０，２５６号明細書
【特許文献１０】米国特許第５，５０１，９３５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　従来法による荷電制御剤の適用は、電荷の不均一性およびトナーのバインダー樹脂によ
る荷電制御剤の不十分な混和をもたらす可能性があり、それが不安定な摩擦帯電および不
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十分な画像形成品質の原因となり得る。
【０００７】
　トナー粒子の帯電の優れた制御を可能にするトナー製造の改良された方法が、依然とし
て望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係るトナーは、ラテックス、着色剤、および任意でワックスを含むトナー粒子
と、金属イオン類からなる群から選択されるイオンを、２０００～２０００００の平均分
子量を有するポリマー配位子と一緒に含むポリマー－イオン錯体を含む荷電制御剤と、を
含み、前記ポリマー配位子が、第１成分であるサリチル酸を、ホルムアルデヒド、パラホ
ルムアルデヒド、およびそれらの組合せ、からなる群から選択される第２成分と一緒に含
むことを特徴とする。
【０００９】
　該ラテックスが、スチレン類、アクリレート類、メタクリレート類、ブタジエン類、イ
ソプレン類、アクリル酸類、メタクリル酸類、アクリロニトリル類、およびそれらの組合
せからなる群から選択され、該ラテックスが、約３５℃～約７５℃のガラス転移温度を有
し、該着色剤が、ピグメントレッド１２２、ピグメントレッド１８５、ピグメントレッド
１９２、ピグメントレッド２０２、ピグメントレッド２０６、ピグメントレッド２３５、
ピグメントレッド２６９、およびそれらの組合せからなる群から選択されるマゼンタ顔料
を含む、トナーである。
【００１０】
　該金属イオンが、亜鉛、ニッケル、コバルト、銅、クロム、鉄、アルミニウム、ホウ素
、ガリウム、マンガン、スズ、鉛、およびそれらの組合せからなる群から選択され、該非
金属イオンが、アンモニウム、ホスホニウム、オキサゾリニウム、ピリジニウム、および
それらの組合せからなる群から選択され、該アルデヒドが、ホルムアルデヒド、パラホル
ムアルデヒド、アセトアルデヒド、ドデシルアルデヒド、オクタナール、ヘキサナール、
バレルアルデヒド、ブチルアルデヒド、およびそれらの組合せからなる群から選択され、
該アミノ化合物が、トリエチルアミン類、トリフェニルアミン類、ピリジン類、イミダゾ
ール類、ジフェニルアミン類、アルキルアミン類、およびそれらの組合せからなる群から
選択され、該ハロゲン化化合物が、塩化ベンジル、臭化ブチル、ヨウ化メチル、臭化シク
ロヘキシル、およびそれらの組合せからなる群から選択される、トナーである。
【００１１】
　ポリマー－イオン錯体を含む荷電制御剤であって、金属イオン類および非金属イオン類
からなる群から選択されるイオンと、約２０００～約２０００００の平均分子量を有する
ポリマー配位子と、を含み、該ポリマー配位子が、サリチル酸、ナフトエ酸、ジカルボン
酸、スルホン酸、リン酸、およびそれらの組合せからなる群から選択される酸を、アルデ
ヒド類、アミノ化合物類、ハロゲン化化合物類、ホスフィン化合物類、ヒドロキシル化合
物類、ジケトン化合物類、およびそれらの組合せからなる群から選択される第２成分と一
緒に含む、荷電制御剤である。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】混練時間の関数としての本発明のトナーの摩擦帯電を対照トナーと比較して表現
しているグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明は、トナーと共に使用するのに適する荷電制御剤およびかかる荷電制御剤を保有
するトナーを提供する。本発明の実施形態において、トナーは、ラテックス、顔料、およ
び任意のワックスを含むトナー粒子と、ポリマー－イオン錯体（polymer-ionic complex
）を含む荷電制御剤とを含むことができる。実施形態および参考実施形態において、荷電
制御剤として利用されるそのポリマー－イオン錯体は、金属イオン類および非金属イオン
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類等のイオンを、約２０００～約２０００００の平均分子量を有するポリマー配位子と一
緒に含むことができ、該ポリマー配位子は、サリチル酸、ナフトエ酸、ジカルボン酸、ス
ルホン酸、リン酸、およびそれらの組合せ、などの酸を、アルデヒド類、アミノ化合物類
、ハロゲン化化合物類、ホスフィン化合物類、ヒドロキシル化合物類、ジケトン化合物類
、およびそれらの組合せ、などの第２成分と一緒に含む。実施形態および参考実施形態に
おいて、該金属イオンは、亜鉛、ニッケル、コバルト、銅、クロム、鉄、アルミニウム、
ホウ素、ガリウム、マンガン、スズ、鉛、およびそれらの組合せ、からなる群から選択す
ることができ、該非金属イオン類は、アンモニウム、ホスホニウム、オキサゾリニウム、
ピリジニウム、およびそれらの組合せ、からなる群から選択することができる。また、実
施形態および参考実施形態において、該アルデヒドは、ホルムアルデヒド、パラホルムア
ルデヒド、アセトアルデヒド、ドデシルアルデヒド、オクタナール、ヘキサナール、バレ
ルアルデヒド、ブチルアルデヒド、およびそれらの組合せからなる群から選択することが
でき、該アミノ化合物は、トリエチルアミン類、トリフェニルアミン類、ピリジン類、イ
ミダゾール類、ジフェニルアミン類、アルキルアミン類、およびそれらの組合せからなる
群から選択することができ、該ハロゲン化化合物は、塩化ベンジル、臭化ブチル、ヨウ化
メチル、臭化シクロヘキシル、およびそれらの組合せからなる群から選択することができ
る。
【００１４】
　本発明の実施形態において、トナーは、ラテックス、顔料、および任意のワックスを含
むトナー粒子と、ポリマー－イオン錯体を含む荷電制御剤とを含むことができる。該ポリ
マー－イオン錯体は、金属イオン類および非金属イオン類などのイオンを、約２０００～
約２０００００の平均分子量を有するポリマー配位子と一緒に含むことができる。該ポリ
マー配位子は、サリチル酸、ナフトエ酸、ジカルボン酸、スルホン酸、リン酸、およびそ
れらの組合せ、などの酸を、ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、アセトアルデヒ
ド、ドデシルアルデヒド、オクタナール、ヘキサナール、バレルアルデヒド、ブチルアル
デヒド、およびそれらの組合せ、などのアルデヒドと一緒に含むことができる。
【００１５】
　本発明は、複数の別の実施形態において、ポリマー－イオン錯体を含む荷電制御剤を提
供する。該ポリマー－イオン錯体は、金属イオン類および非金属イオン類等のイオン、お
よび約２０００～約２０００００の平均分子量を有するポリマー配位子を含むことができ
る。該ポリマー配位子は、サリチル酸、ナフトエ酸、ジカルボン酸、スルホン酸、リン酸
、およびそれらの組合せ、などの酸を、アルデヒド類、アミノ化合物類、ハロゲン化化合
物類、ホスフィン化合物類、ヒドロキシル化合物類、ジケトン化合物類、およびそれらの
組合せ、などの第２成分と一緒に含むことができる。
【００１６】
　本発明は、トナー用の荷電制御剤および優れた帯電特性を有するトナー粒子の調製のた
めのプロセスを提供する。本発明の実施形態において、トナーは、荷電制御剤としてポリ
マー－イオン錯体を含むことができる。本明細書で用いられる「ポリマー－イオン錯体」
は、例えば、実施形態においては、カルボン酸を含むポリマー成分を、別の成分と一緒に
含むことができ、該ポリマー成分は、約１０００を超え、実施形態によっては約２０００
～約２００，０００の、その他の実施形態によっては約５０００～約１００，０００の平
均分子量を有し、金属イオン類および／または非金属イオン類などのイオンと結合してい
る。これは、約１０００未満である平均分子量を有する従来の小分子の荷電制御剤とは異
なる。
【００１７】
　本明細書に記載のポリマー－イオン錯体荷電制御剤は、当業者の技術の範囲内の任意の
トナーで利用することができる。実施形態によって、本明細書に記載の荷電制御剤は、樹
脂と着色剤とを溶融混合して凝集粒子を形成し、その凝集した粒子を粉砕または同様の処
理をしてトナー粒子を形成することによって製造される従来のトナーで利用することがで
きる。その他の実施形態においては、本明細書に記載の荷電制御剤は、乳化凝集トナーな
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どの化学合成法によって製造されるトナーで利用することができる。
【００１８】
　本明細書に開示のトナーは、顔料と組み合わされたラテックス樹脂を含むことができる
。そのラテックス樹脂は、当業者の技術の範囲内の任意の方法によって調製することがで
きるが、実施形態において、そのラテックス樹脂は、半連続乳化重合を含む乳化重合法に
よって調製することができ、該トナーは、乳化凝集トナーを含むことができる。乳化凝集
は、トナーの大きさの粒子へのサブミクロンのラテックスと顔料粒子の両方の凝集を伴い
、その粒径の成長は、例えば、実施形態によっては、約０．１マイクロメートル～約１５
マイクロメートルである。
【００１９】
＜樹脂＞
　トナーに使用するためのラテックスを調製するために適する任意のモノマーを採用する
ことができる。かかるラテックスは、従来の方法によって製造することができる。上で述
べたように、実施形態において、トナーは乳化凝集によって製造することができる。ラテ
ックスエマルションを形成するのに役立つモノマー、したがって得られるラテックスエマ
ルション中のラテックス粒子の形成に役立つ適当なモノマーとしては、以下に限定はされ
ないが、スチレン類、アクリレート類、メタクリレート類、ブタジエン類、イソプレン類
、アクリル酸類、メタクリル酸類、アクリロニトリル類、それらの組合せなどが挙げられ
る。
【００２０】
　実施形態において、該ラテックスの樹脂は、少なくとも１つのポリマーを含むことがで
きる。実施形態において、少なくとも１つとは、約１～約２０であり得、実施形態によっ
ては、約３～約１０である。
【００２１】
＜界面活性剤＞
　実施形態において、該ラテックスは、界面活性剤または共界面活性剤（co-surfactant
）を含有する水相中で調製することができる。樹脂と共に採用してラテックス分散体を形
成することができる界面活性剤は、該固体の約０．０１～約１５重量パーセント、実施形
態によっては該固体の約０．１～約１０重量パーセントの量のイオン性または非イオン性
界面活性剤であり得る。
【００２２】
　採用することができるアニオン性界面活性剤としては、サルフェート類およびスルホネ
ート類、ドデシル硫酸ナトリウム（ＳＤＳ）、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム、
ドデシルナフタレン硫酸ナトリウム、ジアルキルベンゼンアルキルサルフェート類および
スルホネート類、アビエチン酸等の酸類などが挙げられる。
【００２３】
　特定の界面活性剤またはそれらの組合せの選択、ならびに使用すべきそれぞれのその量
は、当業者が関与する範囲内である。
【００２４】
＜開始剤＞
　実施形態において、該ラテックスの形成には開始剤を添加することができる。適当な開
始剤の例としては、水溶性開始剤、および有機物可溶性開始剤が挙げられる。
【００２５】
　開始剤は、適当な量で、例えばモノマーの約０．１～約８重量パーセント、実施形態に
よっては、約０．２～約５重量パーセントを添加することができる。
【００２６】
＜連鎖移動剤＞
　実施形態において、連鎖移動剤もまたラテックス形成に活用することができる。適当な
連鎖移動剤としては、本明細書での開示に従って乳化重合が実施されるときに該ポリマー
の分子量特性を制御するモノマーの約０．１～約１０重量パーセント、実施形態によって
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は約０．２～約５重量パーセントの量のドデカンチオール、オクタンチオール、四臭化炭
素、それらの組合せなどが挙げられる。
【００２７】
＜安定剤＞
　実施形態において、ラテックス粒子を形成する際には安定剤を含めることが有利であり
得る。適当な安定剤としては、カルボン酸官能基を有するモノマーが挙げられる。そのよ
うな安定剤は、次の式（Ｉ）のものであり得る：
【００２８】
【化１】

           (I)
式（Ｉ）中、Ｒ１は、水素またはメチル基であり、Ｒ２およびＲ３は、約１～約１２個の
炭素原子を含むアルキル基またはフェニル基から独立して選択され、ｎは、約０～約２０
、実施形態によっては約１～１０である。
【００２９】
　該金属イオンは、該カルボン酸官能基を有する安定剤の約０．００１～約１０重量パー
セント、実施形態によっては該カルボン酸官能基を有する安定剤の約０．５～約５重量パ
ーセントの量で存在させることができる。
【００３０】
　該安定剤は、存在させる場合、トナーの約０．０１～約５重量パーセント、実施形態に
よっては、トナーの約０．０５～約２重量パーセントの量で添加することができる。
【００３１】
＜ｐＨ調整剤＞
　いくつかの実施形態においては、ｐＨ調整剤を添加して乳化凝集プロセスの速度を制御
することができる。本開示のプロセスにおいて利用されるｐＨ調整剤は、製造される製品
に悪影響を及ぼさない任意の酸または塩基であり得る。
【００３２】
＜反応条件＞
　乳化凝集プロセスにおいて、反応物質は、混合容器等の適当な反応器に加えることがで
きる。適切な量の、少なくとも２種類のモノマー、実施形態によっては約２～約１０種類
のモノマー、安定剤、界面活性剤（１つ以上）、ある場合の開始剤、ある場合の連鎖移動
剤、およびある場合のワックスなどを反応器中で混合することができ、乳化凝集プロセス
を開始することが可能であり得る。適当なワックス類が、トナー粒子の形成において添加
される成分として以下により詳細に記載されており、かかるワックス類は、また、実施形
態によっては、ラテックスを形成するのにも有用であり得る。乳化重合を生じるために選
択される反応条件としては、例えば、約４５℃～約１２０℃、実施形態によっては約６０
℃～約９０℃の温度を含む。実施形態によって、該重合は、ワックスの軟化を可能にし、
それによってエマルジョン中への分散および混和を促進するため、存在する任意のワック
スの融点の約１０パーセントの範囲内の高温、例えば、約６０℃～約８５℃、実施形態に
よっては約６５℃～約８０℃で起こすことができる。
【００３３】
　例えば、ブルックヘブンナノサイズ粒子分析器（Brookhaven nanosize particle analy
zer）によって測定して、体積平均直径が約５０ｎｍ～約８００ｎｍ、実施形態によって
は、体積平均直径が約１００ｎｍ～約４００ｎｍのナノメートルサイズの粒子を形成する
ことができる。
【００３４】
　そのラテックス粒子の形成後、そのラテックス粒子を利用してトナーを形成することが
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できる。
【００３５】
　そのラテックス粒子は、着色剤分散液に加えることができる。その着色剤粒子は、アニ
オン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤、またはそれらの組合せを含有する水相中に懸
濁させることができる。実施形態において、その界面活性剤は、イオン性であることがで
き、後述する着色剤の約１～約２５重量パーセント、実施形態によっては、約４～約１５
重量パーセントであり得る。
【００３６】
＜着色剤＞
　本明細書で開示されるトナーの形成において有用な着色剤としては、顔料類、染料類、
顔料類と染料類との混合物、顔料類の混合物、染料類の混合物などが挙げられる。実施形
態において、顔料類は、ピグメントレッド１２２、ピグメントレッド１８５、ピグメント
レッド１９２、ピグメントレッド２０２、ピグメントレッド２０６、ピグメントレッド２
３５、ピグメントレッド２６９、およびそれらの組合せからなる群から選択されるマゼン
タ顔料を含むことができる。
【００３７】
　その着色剤は、本明細書に開示のトナー中に、トナーの約１～約２５重量パーセント、
実施形態によっては、トナーの約２～約１５重量パーセントの量で存在させることができ
る。
【００３８】
＜凝固剤＞
　実施形態において、凝固剤を、ラテックスと水性着色剤分散液を凝集させる途中または
前に添加することができる。その凝固剤は、プロセス条件によって、約１分～約６０分、
実施形態によっては、約１．２５分～約２０分の時間をかけて加えることができる。
【００３９】
　一般に、ＰＡＣは、１モルの塩化アルミニウムに２モルの塩基を加えることによって調
製することができる。この化学種は、ｐＨが約５未満である場合の酸性の条件下で溶解し
て保存する場合、溶けやすくて安定である。溶液中のこの化学種は、１単位当り約７のプ
ラスの電荷をもつ式Ａｌ１３Ｏ４（ＯＨ）２４（Ｈ２Ｏ）１２からなるものと考えられる
。
【００４０】
　実施形態において、適当な凝固剤としては、例えば、ポリ塩化アルミニウム（ＰＡＣ）
、ポリ臭化アルミニウム、またはポリスルホケイ酸アルミニウムなどのポリ金属塩が挙げ
られる。そのポリ金属塩は、硝酸の溶液、または硫酸、塩酸、クエン酸または酢酸など他
の希釈した酸溶液となっていることができる。その凝固剤は、トナーの約０．０１～約５
重量パーセント、実施形態によっては、トナーの約０．１～約３重量パーセントの量で加
えることができる。
【００４１】
＜ワックス＞
　ワックス分散液もまた、乳化凝集合成におけるラテックスまたはトナーの形成の途中で
加えることができる。
【００４２】
　実施形態において、該ワックスは官能化することができる。ワックスを官能化するため
に付加する官能基の例としては、アミン類、アミド類、イミド類、エステル類、第四級ア
ミン類、および／またはカルボン酸類が挙げられる。実施形態において、その官能化され
たワックス類は、アクリルポリマーエマルション類、例えば、いずれもジョンソン・ディ
バーシー社（Johnson Diversey, Inc）から入手できるジョンクリル（ＪＯＮＣＲＹＬ）
７４、８９、１３０、５３７、および５３８、またはアライド・ケミカル社（Allied Che
mical）、ベーカー・ペトロライト社（Baker Petrolite Corporation）およびジョンソン
・ディバーシー社から市販されている塩素化ポリプロピレンおよび塩素化ポリエチレンで
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あり得る。
【００４３】
　該ワックスは、該トナーの約０．１～約３０重量パーセント、実施形態によっては、約
２～約２０重量パーセントの量で存在させることができる。
【００４４】
＜凝集剤＞
　錯体形成を引き起こすことができる任意の凝集剤を本開示のトナーの形成において使用
することができる。アルカリ土類金属塩または遷移金属塩のいずれも凝集剤として採用す
ることができる。実施形態において、スルホン酸ナトリウム化した（sodium sulfonated
）ポリエステルコロイドを着色剤と凝集させてトナー複合体の形成を可能にするために、
アルカリ（ＩＩ）塩を選択することができる。
【００４５】
　場合によっては分散液状のラテックスと、着色剤分散液と、任意のワックスと、任意の
凝固剤と、任意の凝集剤とをブレンドしたものを、次に、撹拌し、ラテックスのガラス転
移温度Ｔｇより低い温度の、実施形態では約３０℃～約７０℃、実施形態によっては約４
０℃～約６５℃まで、約０．２時間～約６時間、実施形態によっては約０．３時間～約５
時間かけて加熱して、体積平均直径が約３マイクロメートル～約１５マイクロメートル、
実施形態によっては体積平均直径が約４マイクロメートル～約８マイクロメートルのトナ
ー凝集体を結果的に生じさせることができる。
【００４６】
　実施形態において、凝集した粒子上にシェルを形成させることができる。ラテックス樹
脂を形成するために採用した上記のいかなるラテックスもそのシェルラテックスを形成す
るために利用することができる。実施形態によっては、シェルラテックスを形成するため
に、スチレン－ｎ－ブチルアクリレートコポリマーを採用することができる。実施形態に
おいて、該シェルを形成するために採用されたラテックスは、約３５℃～約７５℃、実施
形態によっては約４０℃～約７０℃のガラス転移温度を有することができる。
【００４７】
　存在する場合、シェルラテックスは、浸漬塗装、スプレー塗装などを含めた当業者の技
術の範囲内の任意の方法によって塗布することができる。そのシェルラテックスは、実施
形態においては約３マイクロメートル～約１２マイクロメートル、別の実施形態では約４
マイクロメートル～約８マイクロメートルの所望の最終的なサイズのトナー粒子が得られ
るまで塗布することができる。
【００４８】
　所望の最終的なサイズのトナー粒子が一旦得られたら、その混合物のｐＨを、塩基によ
り、約３．５～約７、実施形態によっては、約４～約６．５の値に調整することができる
。その塩基としては、例えば、アルカリ金属の水酸化物（alkali metal hydroxides）等
の任意の適当な塩基が挙げられる。そのアルカリ金属の水酸化物は、混合物の約０．１～
約３０重量パーセント、実施形態によっては、混合物の約０．５～約１５重量パーセント
の量で加えることができる。
【００４９】
　ラテックス、着色剤および任意のワックスの混合物を、その後融合（コアレス）させる
。融合は、撹拌するステップおよび約８０℃～約９９℃、実施形態によっては約８５℃～
約９８℃の温度で、約０．５時間～約１２時間、実施形態によっては、約１時間～約６時
間の時間をかけて加熱するステップを含む。追加の撹拌によって融合を促進させることが
できる。
【００５０】
　該混合物のｐＨを、その後、約３．５～約６、実施形態によっては、約３．７～約５．
５に、例えば該トナー凝集体を融合する酸により低下させることができる。
【００５１】
　該混合物は、冷却ステップまたは冷凍ステップで冷却する。冷却ステップは、約２０℃
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～約４０℃、実施形態によっては、約２２℃～約３０℃で、約１時間～約８時間、実施形
態によっては、約１．５時間～約５時間の時間にわたるものであり得る。
【００５２】
　実施形態において、融合したトナースラリーを冷却するステップとしては、冷却媒体、
例えば、氷、ドライアイスなどを加えて、約２０℃～約４０℃、実施形態によっては、約
２２℃～約３０℃の温度まで急速な冷却を達成することによる急冷（クエンチ）が挙げら
れる。クエンチは、例えば、約２リットル未満、実施形態によっては約０．１リットル～
約１．５リットルといった少量のトナーに対して実行可能であり得る。例えば、約１０リ
ットルの大きさを超えるような大規模プロセスに対しては、トナー混合物の急冷は、冷却
媒体のトナー混合物中への導入またはジャケット付きの反応器冷却のいずれによるにして
も、ふさわしくないかまたは実際的でない可能性がある。
【００５３】
　この冷却ステップの後、該凝集体懸濁液は、ラテックスのＴｇ以上の温度に加熱するこ
とができる。該粒子がコア－シェルの形態を有する場合、加熱は、コアを形成するために
用いた第１のラテックスのＴｇおよびシェルを形成するために用いた第２のラテックスの
Ｔｇを超えて、シェルラテックスをコアラテックスと融合させることができる。実施形態
において、該凝集体懸濁液は、約８０℃～約１２０℃、実施形態によっては、約８５℃～
約９８℃の温度まで、約１時間～約６時間、実施形態によっては、約２時間～約４時間を
かけて加熱することができる。
【００５４】
　該トナースラリーは、次に洗浄することができる。洗浄は、約７～約１２のｐＨ、実施
形態によっては、約９～約１１のｐＨで行うことができる。洗浄の温度は、約３０℃～約
７０℃、実施形態によっては、約４０℃～約６７℃であり得る。洗浄は、濾過および脱イ
オン水中にトナー粒子を含ませるフィルターケーキの再スラリー化を含み得る。該フィル
ターケーキは、脱イオン水により１回以上洗浄するか、あるいはスラリーのｐＨを酸によ
り調整して約４のｐＨで単一の脱イオン水洗浄によって洗浄し、場合によって、１回以上
の脱イオン水洗浄を続けることができる。
【００５５】
　乾燥は、約３５℃～約７５℃、実施形態によっては、約４５℃～約６０℃の温度で行う
ことができる。該乾燥は、粒子の水分レベルが約１重量％、実施形態によっては、約０．
７重量％未満の設定目標より下になるまで続けることができる。
【００５６】
＜荷電制御剤＞
　上で述べたように、本発明の実施形態において、トナーは、荷電制御剤を含むことがで
きる。乳化凝集によって生成したトナー粒子の表面は、カルボン酸類およびエステル類を
含む多数の電子受容体カルボニル基類を有することができる。本発明の実施形態によれば
、トナー粒子表面のこれらのカルボニル基との水素結合および／または極性－極性相互作
用が可能な基を有する荷電制御剤を提供することができる。
【００５７】
　本発明の実施形態において使用するために適切な荷電制御剤としては、ポリマー－イオ
ン錯体が挙げられる。
【００５８】
　実施形態によっては、本明細書に開示の荷電制御剤として使用するために適するポリマ
ー－イオン錯体を形成するために、金属イオン類を採用することができる。適当な金属イ
オン類としては、以下に限定はされないが、例えば、亜鉛、ニッケル、コバルト、銅、ク
ロム、鉄、アルミニウム、ホウ素、ガリウム、マンガン、スズ、鉛、それらの組合せ、な
どが挙げられる。実施形態によっては、上記の金属イオン類を含む金属塩は、当業者の技
術の範囲内の方法によって、ポリマー配位子と反応させ、それによって該金属イオンのポ
リマー配位子とのキレートを形成することができる。
【００５９】
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　参考実施形態において、該ポリマー配位子は、非金属イオンと結合して本明細書に開示
の荷電制御剤として使用するために適するポリマー－イオン錯体を生ずることができる。
参考実施形態によっては、該非金属イオンはカチオンであり得る。参考実施形態によって
は、上記の非金属イオン類を含む塩は、当業者の技術の範囲内の方法によってポリマー配
位子と反応させ、それによって非金属イオンのポリマー配位子とのポリマー－イオン錯体
を形成することができる。
【００６０】
　上で述べたように、ポリマー－イオン錯体を形成する方法は、当業者の技術の範囲内で
ある。実施形態によって、例えば、ポリマー－イオン錯体のイオン部分が金属である場合
、そのポリマー配位子は、金属塩と接触させ、約２０℃～約２５℃の温度で、約１８時間
～約３０時間、実施形態によっては、約２２時間～約２６時間、実施形態によっては、約
２４時間の時間にわたって撹拌し、荷電制御剤として使用するのに適する本明細書に開示
のポリマー－イオン錯体を得ることができる。
【００６１】
　参考実施形態において、例えば、ポリマー－イオン錯体のイオン部分が非金属である場
合、そのポリマー配位子は、非金属塩と接触させ、約５℃～約１００℃の温度で、約０．
５時間～約４８時間、実施形態によっては、約２時間～約３６時間、実施形態によっては
、約２４時間にわたって撹拌し、荷電制御剤として使用するのに適する本明細書に開示の
ポリマー－イオン錯体を得ることができる。
【００６２】
　ポリマー－イオン錯体を形成する反応スキームの概説を、ポリマー配位子を形成するた
めに採用する酸がサリチル酸であり、ポリマー配位子を形成するために採用するアルデヒ
ドがホルムアルデヒドであり、荷電制御剤として使用するためのポリマー－イオン錯体を
形成するために採用する金属塩が塩化亜鉛である場合について以下に説明する：
【００６３】
【化２】

ここで、ｎは、約５～約１０００、実施形態によっては、約１０～約７５０の数であり、
ｘは、約５～約１０００、実施形態によっては、約１０～約５００の数であり、ｙは、約
５～約１０００、実施形態によっては、約１０～約５００の数である。
【００６４】
　上で述べたように、他の実施形態において、ポリマー錯体は、非金属イオンにより形成
して組み合わせることができる。そのような錯体の一例は、次の通りである：
【００６５】
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【化３】

これは、ポリ（４－ピリジル酢酸）とｐ－トルエンスルホン酸メチルとの錯体であり、式
中、ｎは、５～１０００、実施形態によっては、約１０～約７５０である。上記の錯体は
、参考実施形態において、上記の任意の非金属イオンと組み合わせることができる。
【００６６】
　実施形態および参考実施形態において、本明細書に開示のポリマー－イオン錯体は、次
式のものであり得る：
                                                                                
【００６７】
　［化４］
　　Ｐ－Ｘ－（Ｒ）ｎ

式中、Ｘは、金属イオンまたは非金属イオンであり、Ｐは、カルボン酸官能基を有する成
分から誘導されたポリマー部分であって、Ｐは約１０００より大きい平均分子量を有し、
Ｒは、ハロゲン、アミノ、ヒドロキシル、Ｃ１～Ｃ２４アルキル、Ｃ１～Ｃ２４アルコキ
シ、カルボキシ、ニトロ、シアノ、および／またはスルホ等の成分から誘導されたポリマ
ー部分で、分子量が約１０００未満であり、ｎは、約０～約２０、実施形態によっては約
１～約１０である。
【００６８】
　本明細書に開示のポリマー－イオン錯体のような荷電制御剤がＣＯＯＨおよびＯＨのよ
うな遊離の極性官能基を含む場合、荷電制御剤とトナー粒子の間の強力な水素結合および
極性－極性相互作用が、上述のように、特にトナー粒子の表面が、乳化凝集法によって形
成されたトナー粒子上に存在し得るカルボン酸類およびエステル類を含めた電子受容体カ
ルボニル基を保有する場合に形成され得る。この強力な相互作用は、優れた摩擦帯電を生
じることができる表面摩擦における電荷移動／イオン移動を高めるだけでなく、トナーの
表面に合体しかつ／または付着する荷電制御剤粒子の能力も改善し、それによってトナー
粒子上に安定な摩擦帯電を与え、所望の摩擦帯電を得るために必要な荷電制御剤の量を減
少させることができる。
【００６９】
　本明細書の荷電制御剤の、トナー粒子との化学的相互作用もまた優れた帯電効率をもた
らすことができ、かくして所望の摩擦帯電を得るために要する本明細書に開示の荷電制御
剤の量は、従来のトナーと比較して少量であり得る。
【００７０】
　荷電制御剤として利用されるポリマー－イオン錯体は、例えば、トナーの約０．００１
～約２０重量パーセント、実施形態によっては、約０．０１～約１０重量パーセントの有
効量で存在させることができる。
【００７１】
　該トナーは、また、例えば、トナーの約０．０１～約１０重量パーセント、実施形態に
よっては、トナーの約０．０５～約７重量パーセントの有効量でのその他の帯電添加剤も
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含めることができる。
【００７２】
　本明細書に開示のポリマー－イオン錯体等の荷電制御剤は、ブレンディング、ミキシン
グ、ペイントシェイキング、超音波処理、コーティング、グラフティング、それらの組合
せ、などを含む当業者の技術の範囲内の任意の方法を利用して、約５分～約１８０分、実
施形態によっては、約１０分～約６０分の適当な時間、トナー粒子と組み合わせることが
できる。
【００７３】
　上記の荷電制御剤を利用する本明細書に開示のトナー粒子の摩擦帯電は、ポリマー－イ
オン錯体とトナー粒子が混合される時間の長さ、ならびにポリマー－イオン錯体およびト
ナー粒子を形成するために採用された材料、に一部は依存し、約５μＣ／ｇ～約１００μ
Ｃ／ｇ、実施形態によっては、約２０μＣ／ｇ～約６０μＣ／ｇであり得る。本明細書に
開示のポリマー－イオン錯体とトナー粒子との相互作用は強力で、混練中安定しており、
安定な摩擦帯電挙動を示すであろう。
【００７４】
　上で述べたように、乳化凝集によって形成された樹脂の遊離のカルボン酸基およびヒド
ロキシル基は、本明細書に開示のポリマー－イオン錯体荷電制御剤に対する優れた引力（
attraction）を有し得る。該遊離のカルボン酸基およびヒドロキシル基に対する引力のた
めのポリマー－イオン錯体上に存在するイオンの量は、該錯体を形成するために添加され
る金属または非金属のイオンの量を制御することによって調節することができる。したが
って、ポリマー－イオン錯体荷電制御剤の遊離のカルボン酸基およびヒドロキシル基に対
する引力は調節可能であり、それによって本明細書に開示のポリマー荷電制御剤をさまざ
まなタイプのトナーと共に使用することを可能にすることができる。
【００７５】
　荷電制御剤としてポリマー－イオン錯体を保有するトナー粒子は、他の樹脂および顔料
との優れた適合性を有することができる。得られるトナー粒子は、優れた摩擦帯電ロバス
ト性、例えば、均一な摩擦帯電を保持する能力を有する。均一な摩擦帯電を保持するこの
能力は、そのようなトナーを利用する装置における多くのトナー故障モードの減少を助け
、また、トナーを製造するために必要な時間を減少し、同時に、適当なトナー粒子を得る
ためのさらなる処理または他の添加剤に対する必要性を減らすことによって、生産性を高
め、トナーに対する単位製造原価（ＵＭＣ）を引き下げる助けとなり得る。
【００７６】
＜その他の添加剤＞
　任意にトナーと組み合わせることができるさらなる添加剤としては、トナー組成物の特
性を高める任意の添加剤が挙げられる。挙げられるのは、表面添加物、着色強化剤（colo
r enhancer）等である。トナー組成物に洗浄または乾燥後添加することができる表面添加
物としては、例えば、金属塩類、脂肪酸の金属塩類、コロイダルシリカ類、金属酸化物類
、チタン酸ストロンチウム類、それらの組合せなどが挙げられ、それらの添加物は、それ
ぞれ、通常、トナーの約０．１～約１０重量パーセント、実施形態によっては、トナーの
約０．５～約７重量パーセントの量で存在させることができる。
【００７７】
　本明細書に開示のラテックスの利用により製造されるトナー粒子は、約１マイクロメー
トル～約２０マイクロメートル、実施形態においては、約２マイクロメートル～約１５マ
イクロメートル、実施形態によっては、約３マイクロメートル～約７マイクロメートルの
大きさを有することができる。本明細書に開示のトナー粒子は、約０．９～約０．９９、
実施形態によっては、約０．９２～約０．９８の真円度を有することができる。
【００７８】
　本明細書に開示の方法の後には、従来のトナーと比較して次のようないくつかの利点を
有するトナー粒子を得ることができる。（１）トナーの欠点を減らし、機械性能を向上さ
せる粒子の摩擦帯電のロバスト性の増大；（２）既存の凝集／融合処理に大きな変化はな
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く、実施するのが容易である；（３）生産時間および再加工（品質収率向上）に対する必
要性の減少による生産性の向上および単位製造原価（ＵＭＣ）の縮小。
【００７９】
＜用途＞
　本明細書に開示されるトナーは、プリンター類、コピー機類などを含むさまざまな画像
形成装置において使用することができる。本明細書に開示された方法によって作り出され
るトナーは、画像形成プロセス、特に電子写真プロセス用として優れており、優れた画像
分解能、許容範囲の信号対雑音比、および画像均一性を備えた高品質のカラー画像を提供
することができる。さらにまた、本明細書に開示のトナーは、デジタル画像形成システム
およびデジタル画像形成プロセス等の電子写真画像形成プロセスおよび電子写真印刷プロ
セス用として選択することができる。
【００８０】
　現像剤組成物は、本明細書に開示されているプロセスにより得られたトナー類を、スチ
ール、フェライト類などのコートしたキャリア類を含む既知のキャリア粒子と混合するこ
とによって調製することができる。そのキャリア類は、該トナーの約２重量パーセント～
該トナーの約８重量パーセント、実施形態によっては、該トナーの約４重量パーセント～
約６重量パーセント存在させることができる。該キャリア粒子は、また、その中に導電性
カーボンブラックのような導電性成分が分散されているポリメチルメタクリレート（ＰＭ
ＭＡ）等のポリマーコーティングがその上を覆っているコアを含むことができる。キャリ
アコーティングとしては、メチルシルセスキオキサン類等のシリコーン樹脂類、フッ化ポ
リビニリジエン等のフルオロポリマー類、フッ化ポリビニリジエンとアクリル等の帯電列
において近接していない樹脂の混合物、アクリル等の熱硬化性樹脂類、それらの組合せ、
およびその他の既知の成分が挙げられる。
【００８１】
　現像は、放電領域の現像を介して起こり得る。放電領域の現像においては、光受容体が
帯電し、そのとき現像すべき領域から放電される。その現像電界およびトナー帯電は、結
果として、トナーが光受容体上の帯電領域によって追い払われ、放電した領域に引き付け
られることになる。この現像プロセスは、レーザースキャナにおいて使用される。
【００８２】
　現像は、例えば米国特許第２，８７４，０６３号に開示されている磁気ブラシ現像法に
よって達成することができる。この方法は、本明細書に開示のトナーおよび磁性キャリア
粒子を含む現像材料の磁石による運搬を伴う。その磁石の磁界は、ブラシに似た形状の磁
性キャリアの配列を引き起こし、この「磁気ブラシ」を、光受容体の静電像を有する表面
と接触させる。トナー粒子は、光受容体の放電領域への静電気引力によってそのブラシか
らその静電像に引き付けられ、その結果画像が現像される。実施形態においては、該導電
性磁気ブラシ法は、現像剤が導電性キャリア粒子を含み、キャリア粒子中の偏った磁界の
磁石と光受容体との間の電流を伝導することができる場合に使用される。
【００８３】
＜画像形成＞
　本明細書に開示されているトナーを用いる画像形成方法も想定される。かかる方法とし
ては、例えば、上で言及した上記特許のいくつかおよび米国特許第４，２６５，９９０号
、第４，５８４，２５３号および第４，５６３，４０８号が挙げられる。該画像形成法は
、電子印刷磁気画像文字認識装置における画像の発生およびその後の本明細書に開示のト
ナー組成物による画像の現像を含む。静電気手段による光導電物質の表面の画像の形成お
よび現像は周知である。基本的な電子写真プロセスは、光伝導性絶縁層に均一な静電荷を
セットするステップ、その層を光と影の画像にさらして、光にさらした層の領域の電荷を
消失させるステップ、および得られた静電潜像を微粉化した検電物質（electroscopic ma
terial）、例えばトナー、をその画像上に堆積させることによって現像させるステップを
含む。トナーは通常、電荷を保持する層の領域に引き付けられ、それにより静電潜像に対
応したトナー画像を形成する。次いで、この粉末画像を紙などの支持体表面に転写するこ
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とができる。続いて、転写された画像を、例えば熱により支持体表面に恒久的に付着させ
ることができる。光伝導性層を均一に帯電させ、次いで該層を光と影の画像にさらすこと
により潜像を形成する代わりに、画像形状にて層を直接帯電させることにより潜像を形成
してもよい。その後は、粉末画像を光伝導性層に固定し、粉末画像の転写を排除すること
ができる。例えば溶媒またはオーバーコート処理などの他の好適な固定手段を、前述の加
熱固定する工程と置き換えてもよい。
【００８４】
　以下の実施例は、本明細書に開示の実施例を説明するために示されている。部および百
分率は、別段の断りのない限り重量基準である。本明細書で用いられる「室温」とは、約
２０℃～約２５℃の温度を意味する。
【実施例】
【００８５】
［実施例１］
　サリチル酸とホルムアルデヒドコポリマーの合成。サリチル酸約９５グラム、パラホル
ムアルデヒド約２０．６５グラム、水約３５０グラム、および触媒としてのシュウ酸約１
グラムを混合し、約１時間加熱して還流させた。濃塩酸約５２ｍＬおよび水約６０ｍＬを
追加した。その混合物を撹拌し、約６時間にわたって還流を続けた。その混合物を次に室
温まで冷却し、その時点でその溶液を濾過して白色沈殿を回収した。その沈殿を次に約３
００ｍＬの水で３回洗浄し、乾燥した。
【００８６】
［実施例２］
　ポリマー－イオン錯体の形成。上の実施例１において生成したコポリマー約７．２ｇを
、１ＮのＮａＯＨ約３７ｍＬおよびメタノール約２００ｍＬ中に溶解した。水約２００グ
ラムと塩化亜鉛約４．１８グラムの混合物を、濃ＨＣｌ溶液約５滴を滴下して加えながら
この溶液に加えた。得られた混合物を、室温で約２４時間撹拌した。沈殿を濾過によって
収集し、約１００ｍＬの水中で３回洗浄した。得られたポリマー－イオン錯体生成物を、
冷凍乾燥器により乾燥した。
【００８７】
［実施例３］
　ラテックス調製。乳化凝集マゼンタトナーを以下のように調製した。モノマーエマルシ
ョンは、モノマー混合物（スチレン約６３０グラム、ｎ－ブチルアクリレート約１４０グ
ラム、β－カルボキシエチルアクリレート（β－ＣＥＡ）約２３．２グラムおよび１－ド
デカンチオール約５．４グラム）を水溶液（ＤＯＷＦＡＸ　２Ａ１（アルキルジフェニル
オキシドジスルホネート界面活性剤、ダウ・ケミカル社（Dow Chemical）製）約１５．３
グラム、および脱イオン水約３６８グラム）と共に約３００回転／分（ｒｐｍ）で、約２
０℃～約２５℃の温度でかき混ぜることによって調製した。
【００８８】
　ＤＯＷＦＡＸ　２Ａ１（約４７％水性）約１．１グラムおよび脱イオン水約７３６グラ
ムを、約３００ｒｐｍにセットした２枚のＰ－４インペラを備えた２リットルのジャケッ
ト付きステンレススチール反応器に仕込み、約３０分間脱気し、その間に温度を約７５℃
まで上昇させた。
【００８９】
　上記のモノマーエマルション約１１．９グラムを次にそのステンレススチール反応器に
加え、約７５℃で約８分間撹拌した。脱イオン水約５７グラム中の過硫酸アンモニウム約
１１．６グラムから調製した開始剤溶液を、その反応器に約２０分かけて加えた。撹拌を
さらに約２０分間継続してシード粒子（seed particle）を形成させた。残りのモノマー
エマルション約４０７グラムを、約１３０分かけて反応器に供給した。この時点で、約５
０ｋｇ（５００００ｇ）／モルの重量平均分子量Ｍｗ（ゲル浸透クロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）によって測定）の、約１５０ｎｍの粒径を有するラテックスが形成された。約２０
分間待った後、モノマー溶液の残りを、約９０分の時間をかけて加えた。添加後、そのラ
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テックスを同じ温度でさらに約３時間撹拌した。最終のラテックス粒子の大きさは、約２
２０ｎｍであり、約３８，０００の分子量を有した。
【００９０】
　トナー粒子調製。該ラテックス約２２５グラムを、ＰＲ－１２２顔料分散液約５０グラ
ム、ＰＲ－１８５顔料分散液（サン・ケミカル社（Sun Chemicals Co.）製）約８．７グ
ラム、ポリエチレンワックスＰＯＬＹＷＡＸ　７２５（登録商標）分散液（約７２５のＭ
ｗ、約３１パーセントが活性、ベーカー・ペトロライト社から入手可）約３０．１グラム
、および脱イオン水約１０００ｍＬと混合した。その成分をホモジナイザーにより約２２
℃で約８分間混合した。反応温度を次に約５９℃に上げ、その時点で粒径は、約６．２マ
イクロメートルであった。
【００９１】
　次に、上で調製したラテックス約１０５グラムを滴下して加えた。そのラテックスの添
加後、得られたスラリーを約１５分間撹拌し、約１ＭのＮａＯＨをそのスラリーに加えて
ｐＨを約５に調整した。さらに２０分間混合した後、そのスラリーを約９６℃に加熱し、
そのスラリーのｐＨを約０．３ＭのＨＮＯ３溶液添加により約４．２に調整した。そのｐ
Ｈの調整後、スラリーを約２．５時間にわたって融合させ、かくして得られたトナー粒子
を濾過によって収集した。洗浄および乾燥後、得られたマゼンタトナー粒子の直径は約８
．１２マイクロメートルであった。
【００９２】
　得られた乳化凝集マゼンタトナー粒子約１００グラムを、実施例２において製造したポ
リマー－イオン荷電制御剤約３グラムと、約２００ｒｐｍでのロールミルにより約１５時
間ブレンドした。
【００９３】
　得られたブレンド粒子約６グラムを、次にホーガンズ社（Hoeganaes Corporation）か
ら入手できる酸化スポンジ鉄キャリアコア（直径約９０μｍ）約１００グラムに加え、ペ
イントシェイキング（paint shaking）にかけた。このやり方でペイントシェイキングの
時間を変えて３つの別々の試料を用意した（すなわち、その３つの試料は、それぞれ、約
１０分間、約３０分間および約６０分間ペイントシェイキングにかけた）。得られた粒子
の摩擦帯電量を、試料を約２４時間にわたって状態調節した後（１つの試料は約２０パー
セントの相対湿度で状態調節し、もう１つの試料は約８０パーセントの相対湿度で状態調
節した）、得られた粒子の電荷挙動を測定するためファラデーケージ・ブローオフ装置（
Faraday Cage blow off apparatus）を用いて求めた。
【００９４】
［比較例１］
　実施例２のポリマー－イオン荷電制御剤と比較するため、実施例３と同じ乳化凝集マゼ
ンタトナー粒子約１００グラムを、シリカ／チタニア荷電制御剤（シリカ対チタニアの比
は約４：１）約３．５グラムとブレンドした。そのブレンドした粒子約６グラムを、上の
実施例３において記載したように、ホーガンズ社から入手できる酸化スポンジ鉄キャリア
コア（直径約９０μｍ）約１００グラムに加え、ペイントシェイキングに約１０分間、約
３０分間および約６０分間かけた。得られた粒子の摩擦帯電量を実施例３で記載したよう
にして求めた。下の表１は、実施例３と比較例１の試験結果を比較したものである。これ
らの結果は、また、図１にグラフとして描かれている。
【００９５】
【表１】

【００９６】
　該データから分かるように、実施例３で調製された、本明細書に開示のポリマー－イオ
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ン荷電制御剤を備えたトナーは、約１０分間のシェイキングの後では約２３．０８μＣ／
ｇの摩擦帯電量、約６０分間のシェイキングの後では約２７．５８μＣ／ｇの摩擦帯電量
を有した。摩擦帯電の変化は、約４．５μＣ／ｇであった。ちなみに、荷電制御剤として
シリカ／チタニアを用いた比較例１において調製された対照トナー粒子は、約１０分間の
シェイキングの後では約２４．４７μＣ／ｇの摩擦帯電量、約６０分間のシェイキングの
後では約３２．４７μＣ／ｇの摩擦帯電量を有した。対照トナーに対する摩擦帯電の変化
は、したがって約８μＣ／ｇであった。
【００９７】
　上のデータから分かるように、本明細書に開示のポリマー－イオン荷電制御剤は、優れ
た画像形成品質をもたらす高い摩擦帯電および安定した摩擦帯電の両方を備えた乳化凝集
トナーを提供した。
【００９８】
　これらの結果により、本明細書に開示のポリマー－イオン錯体は、そのポリマー－イオ
ン錯体がトナー摩擦帯電を効果的に高め、比較例１の対照トナーと比較して非常に短時間
のうちに乳化凝集トナーの摩擦帯電を安定化したので、乳化凝集トナーに対する優れた荷
電制御剤であることが確認された。
【００９９】
　その上、該ポリマー－イオン錯体荷電制御剤を保有するトナーは、依然として増加しつ
つある摩擦帯電を有していた対照トナーと比較して、非常に短時間のうちに摩擦帯電の定
常状態が得られた。
【０１００】
　当然のことながら、さまざまな上で開示したおよびその他の特徴および機能、あるいは
それらの代替は、多くの他の異なるシステムまたは応用に好適に組み合わせることができ
る。同様に、当業者によって後でなされるかもしれない、現在のところ予定または予期さ
れていないさまざまなその中の代替、変形、変更または改良は、これらもまた特許請求の
範囲に包含されることをも意図するものである。特許請求の範囲に具体的に挙げられてい
ない限り、特許請求の範囲のステップまたは成分を、暗示すべきではなく、あるいは明細
書またはその他のどの請求項からも何らかの特定の順序、数、位置、大きさ、形状、角度
、色相、または材料に関して意味を含むべきではない。
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